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４ 基本施策別の評価と課題 

 

Ⅰ 政策・方針決定過程への男女共同参画の推進 

 

① 県・市町における審議会等委員への女性の参画について 

県の附属機関における男女のバランスのとれた審議会等の割合は平成 27 年 4

月 1 日現在 66.7％で、第２次男女共同参画基本計画第一期実施計画の目標値を達

成したことは評価できる。 

その一方で県・市町における審議会等委員に占める女性の割合については、平

成 24 年度 25.1％、25 年度 24.9％、26 年度 25.8％、と一進一退の状況が続いて

いる。県の審議会等における女性委員の占める割合は 33.6％と既に３割を超えて

いるものの、部局間で格差がみられる。他方、市町は 24.8％と低く、かつ、市町

間の差も 10％前半から 30％前半までと大きい。 

第２次男女共同参画基本計画第二期実施計画においても「2020 年 30％」の目

標に向け実効性のある取組を進める必要がある。 

そのためには、特に女性割合の低い市町に対する働きかけを一層進めるととも

に、庁内においては、充て職や事前協議時期等の見直しにより、各所管課が関係

団体に女性推薦の積極的な働きかけを行えるよう取り組むことが必要である。特

に、女性委員がいない４審議会等については、早急の改善が必要である。 

 

② 県（知事部局）における女性の参画促進について 

平成 27 年 4 月 1 日現在の管理職に占める女性の割合（教員および警察職員を

除く）は 8.7％であり、第２次三重県男女共同参画基本計画第一期実施計画の目

標値を達成したことは評価できる。 

人事異動方針に「女性登用の推進」を盛り込む一方で、昭和 61 年の男女雇用

機会均等法施行後に採用された職員が多数、管理職に求められる知識や経験を有

する年齢に到達してきており、今後のさらなる増加も期待できる。 

引き続き、女性職員の職域拡大を進めるとともに、能力を発揮できる職場環境

づくりや、異業種との交流等、研修内容を一層工夫して育成を図り、指導的立場

への女性職員の参画を推進しなければならない。 

 

③ 教育委員会における女性の参画促進について 

平成26年度における女性教職員の管理職の占める割合は、小学校19.9(20.4)％、

中学校 7.9(5.5)％、県立学校 7.7(5.9)％と低い割合のまま推移している状況が

みられる。（カッコ内は前年度の数値） 
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公立学校管理職（教頭）任用候補者選考試験の受験可能年齢の上限を引き上げ

たことは好ましいが、その効果については動向を注視したい。また、各学校等の

女性推薦枠を 26 年度から２名に拡大し、積極的に女性教員に対して選考試験の

受験を勧めていることは評価できるが、実際の女性受験者数は伸び悩んでいる。 

アンケート調査等によりその原因を把握し問題解決に努めるとともに、管理職

にふさわしいロールモデルを示すなど、女性管理職の増加に一層取り組んでいか

なければならない。 

 

④ 警察本部における女性の参画促進について 

警察本部における女性警察官の比率は、平成 25 年 4 月 1 日現在 7.9％、同様に

26 年 8.3％、27 年 8.8％と、警察庁が平成 32 年度までに 10％とする全国統一目

標に向け、取組を進めていることは評価できる。 

引き続き、女性が採用試験に応募しやすいように受験資格の要件緩和等、一層

工夫を行い、さらに積極的に前倒しの達成を図るべきである。 

また、女性の参画を促進するため、本人の希望や能力に応じて性別を問わずあ

らゆる職域への配置が可能となるよう取り組むことも必要である。 

 

⑤ 人事委員会における女性受験者増加に向けた取組について 

県職員採用試験Ａ試験（大学卒業者等が対象）受験者のうち女性の占める割合

は、平成 25 年度 31.8％、26 年度 32.0％、27 年度 35.5％であり、増加傾向に転

じていることは好ましい状況にある。 

また、さまざまな情報発信手段を活用して周知を図っていることも評価できる

が、常に最新情報の提供に努める必要がある。 

加えて、性別に関わらず自らの能力を発揮でき、県民から期待される働きがい

のある職場であることを積極的に学生や保護者にアピールする等、女性受験者の

増加に向けた取組を一層進めなければならない。 

 

 

Ⅱ 男女共同参画に関する意識の普及と教育の推進 

 

① 男女共同参画意識の県民への普及度について 

男女共同参画意識の普及度については、定期的に県民意識の調査を行い、男女

共同参画を取り巻く社会情勢を反映した項目により適切に実態を把握し評価す

る必要がある。その上で、三重県の特徴についての分析を行い、効果的な施策の

実施につなげていかなければならない。 
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なお、調査結果の公表にあたっては、ホームページを活用して県民が容易に確

認できるよう工夫することが必要である。 

 

② 情報発信の強化について 

男女共同参画に関するさまざまな情報については、ホームページや各種広報紙、

ラジオ、公共交通機関の車内放送等の広報媒体を通じて発信しているが、県民へ

の意識啓発は十分とは言えない。 

県民に男女共同参画の意義が理解され、幅広く関心を持ってもらえるよう、情

報発信にあたっては、国内外の動向を含む内容の充実を図るとともに、周知する

時期や内容の工夫などの対策を講じなければならない。 

 

③ 男女共同参画センターが開催する講座・イベント等について 

男女共同参画センターが開催する講座やイベントの参加者は、平成 24 年度

21,900 人、25 年度 22,100 人、26 年度 24,800 人であり、年々増加していること

は好ましい状況にある。 

新規参加者が引き続き同センターの講座等に関心を持ち参加が促進されるよ

う周知や啓発に努め、男女共同参画意識の普及につなげていかなければならない。 

一方で、防災を切り口にした地域リーダー養成講座の開催や、男性を対象とし

た意識啓発にも取り組んでいるところであるが、引き続き、男女共同参画・ＮＰ

Ｏ課と密接な連携を図りながら、費用対効果の視点を持って新たな切り口を模索

し、取組を進める必要がある。 

 

④ 教育現場における男女共同参画の推進について 

男女共同参画に関する校内研修を実施した学校の割合は、平成 24 年度 73.3％、

25 年度 73.4％、26 年度 74.9％と比較的高い割合で推移しているものの、伸びが

みられない状況にある。 

「男性も女性も一人ひとりが性別にかかわらず、その個性と能力を発揮できる

社会」の大切さを正しく教えていくためにも校内研修の実施は重要であり、学校

長がイニシアティブをとり男女共同参画の研修として明確に取り組む必要があ

る。 

特に県立学校においては、固定的な性別役割分担意識を持つことのないよう、

男女共同参画の視点に立った教育を推進しなければならない。 

併せて、教員に対する研修後のアンケートの実施や理解度の確認等を行い、研

修内容の継続的な改善を図らなければならない。 
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⑤ 理工系分野をはじめとするさまざまな分野への女性の進出について 

理工系を志望する女子生徒は依然として少なく、工業高校、商業高校において、

生徒の男女比に偏りがみられる状況が三重県においても継続している。 

進路や職業等の選択において、性別にとらわれない主体的な選択が可能となる

よう、小中学校と高等学校のキャリア教育、それぞれの充実と相互の連携に取り

組むとともに、保護者の理解も促すよう啓発等に取り組む必要がある。 

 

 

Ⅲ 働く場における男女共同参画の推進 

Ⅲ－Ⅰ 雇用等の分野における男女共同参画の推進 

 

① 働く場における女性の参画拡大について 

少子高齢・人口減少社会の中、経済を活性化し企業が持続的に成長していくた

めには、女性の活躍が不可欠である。しかし、県内企業における管理職に占める

女性の割合は、平成 24 年度 10.0％、25 年度 8.6％、26 年度 9.1％と低水準で推

移している。「2020 年 30％」との乖離が大きく、目標達成に向けてこれまで以上

に女性の管理職への参画の加速化が求められる。 

一方で、第一子出産を機に女性が離職し子育て期後に再就職するため、30 歳代

を中心に就業率が低下するいわゆる「Ｍ字カーブ問題」の解消が課題となってい

る。働き続けられる環境整備が不可欠である。 

他方、三重県は非正規就業者の割合が 60.82％で全国第４位と高い状況にある。

（平成 24 年就業構造基本調査）キャリアアップやスキルアップの機会を設ける

など、本人の意欲と能力に応じた再就職等の支援が必要である。 

 

② 「女性の大活躍推進三重県会議」の取組について 

平成 26 年 9 月に「女性の大活躍推進三重県会議」を設立し、女性活躍の機運

醸成を図るとともに、企業・団体等のトップのリーダーシップによる取組を「見

える化」していることは評価できる。平成 27 年 12 月末現在の会員数は 246 企業・

団体であるが、さらに多くの加入が得られるよう、セミナーやイベントの開催等

を通じて取り組むことが必要である。 

一方で、女性の能力発揮促進に「取り組んでいる」とする企業は、平成 24 年

度 27.9％、25 年度 29.3％、26 年度 29.5％と、既に平成 27 年度の目標である 27％

に達しているが、伸びは鈍化しており企業への広がりは未だ十分とは言えない。 

「女性の大活躍推進三重県会議」の取組を通じて、これらの課題が解消に向か

うことを期待するとともに、働く場における男性正社員の長時間労働等を前提と
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した男性中心型労働慣行を見直し、固定的な性別役割分担意識の解消につなげな

ければならない。 

 

③ マタニティ・ハラスメント、パタニティ・ハラスメントの防止について 

働く女性が職場において受ける妊娠・出産を理由とした不利益な扱いや嫌がら

せ（マタニティ・ハラスメント『以下「マタハラ」と表記』）や、働く男性が職

場において受ける育児休暇等の制度を活用した育児参画に対する妨害や嫌がら

せ（パタニティ・ハラスメント『以下「パタハラ」と表記』））をなくし、妊娠・

出産・育児に関わる男女が、安心して働き続ける環境をつくりだす必要がある。 

啓発リーフレットの作成やファミリーデーの実施等を通じて、マタハラ、パタ

ハラのない職場風土づくりを支援していることは評価できるが、引き続き取組を

進め、マタハラ、パタハラの防止が企業にとっても人材の確保や業務の効率化に

つながるものであることを、啓発していかなければならない。 

特に、企業等における認知度の低いパタハラに対する取組が重要である。 

 

④ 企業における多様な就労形態の導入について 

多様な就労形態を導入している企業の割合は、平成 24 年度 24.2％、25 年度

29.3％、26 年度 48.5％と、平成 26 年度に大幅な伸びを示している。無作為抽出

という調査方法を考慮しても年々伸びている状況にある。 

短時間勤務制度、フレックスタイム制度、在宅勤務制度等の多様な働き方は、

女性の活躍を促進するためにも不可欠である。このような制度を導入する企業が

さらに増加し、円滑に運用されるよう、引き続き、企業等の取組を支援するとと

もに、経営者への働きかけも強化することが重要である。 

 

⑤ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進について 

ワーク・ライフ・バランスの推進に取り組んでいる企業の割合は、平成 24 年

度 28.6％、25 年度 31.8％、26 年度 36.8％と着実に伸びている。 

ワーク・ライフ・バランスの推進により、女性の妊娠・出産や男女の子育てと

いったライフステージに応じた働き方が選択できるとともに、男女を問わず働き

方に対する意識の変革も期待できる。 

そのため、セミナーの開催や専門家の派遣等により、企業の働き方改革につな

がる取組を一層充実しなければならない。 

加えて、各種休暇制度が取得しやすい職場環境の創出はワーク・ライフ・バラ

ンスを進めるうえでも重要であり、啓発等を通じて企業に働きかける必要がある。 
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⑥ 「男女がいきいきと働いている企業」認証・表彰制度について 

平成 26 年度に新たに認証した「男女がいきいきと働いている企業」76 社のう

ち建設業は 65 社と 85％を占めており、業種に偏りのある状況が継続している。 

パンフレットや各種広報媒体を活用し制度の周知に努めるとともに、認証後の

フォローアップにも取り組んでいることは評価できるが、企業等の自主的な取組

を促し幅広い業種から応募が得られるようさらなる周知に努め、県民の認知度を

高める必要がある。 

さらに、認証・表彰を受けることが企業価値の向上に結び付くよう、さまざま

な施策を講じなければならない。 

 

⑦ 物件関係および建設工事入札時における総合評価方式の評価項目について 

物件関係および建設工事入札における総合評価方式に関して、「男女共同参画

活動実績」が評価項目のひとつに採用されていることは評価できるが、男女共同

参画に関するさまざまな取組が評価の対象に盛り込まれていないことは課題で

ある。 

女性活躍推進法が制定され、企業の女性活躍の取組が大きくとりあげられる中、

企業の男女共同参画の取組が評価に一層反映されるよう、仕組みの見直しを含め

た検討を進める必要がある。 

 

⑧ キャリア教育等の推進について 

キャリア教育の推進に関して、「キャリア教育推進地域連携会議」を県内９地

域で開催し、小中学校もメンバーに加える等、地域を支える人材育成に向けた取

組をきめ細やかに実施していることは評価できる。 

男女共同参画を進める中で、生徒一人ひとりの社会的・職業的自立に向け、必

要な能力を育てるキャリア教育が必要であり、なかでも、さまざまな分野で女性

が活躍している状況を知ることは重要である。「三重県版ようこそ先輩」の取組

を通じて、生徒が自らの将来について考える機会を提供していることは評価でき

る。 

また、「三重県版高等学校キャリア教育モデルプログラム」や「高等学校キャ

リア教育プログラム策定ガイドブック」を作成し、各学校におけるキャリア教育

プログラムの策定を支援していることは評価できるが、男女共同参画の視点に立

ったキャリア教育が一層推進されるよう、同プログラムにおける積極的な位置づ

けが望まれる。 

なお、現在就労している女性に対しては、就労継続に向けた環境整備が進む中

で、自らの能力を高めるため、スキルの習得やロールモデルとの交流等のキャリ
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アアップ支援が必要である。 

 

⑨ 放課後児童クラブ等の充実について 

いわゆる「小１の壁」をなくし、子どもの小学校入学後も引き続き安心して働

き続けるため、地域の子育て支援の充実が求められている。放課後児童クラブ等

の増設や、提供するサービスの質の向上が図られるなど、「放課後子ども総合プ

ラン」の取組が着実に進められるよう、事業を実施する市町に対して、積極的に

支援しなければならない。 

一方で、平成 27 年 4 月からの対象年齢の上限拡大に伴い、利用児童の増加が

見込まれることから、待機児童が生じないよう市町と連携して取り組む必要があ

る。 

  ※「小１の壁」  子どもの小学校入学を機に、仕事と育児の両立が困難になること 

 

 

Ⅲ－Ⅱ 農林水産業、商工業等の自営業における男女共同参画の推進 

 

① 農業委員への女性の参画について 

女性の農業委員は前年度から 10 人増加し、１農業委員会あたりの女性の農業

委員数は平成 26 年度末 2.28 人と、第２次三重県男女共同参画基本計画第一期実

施計画の目標（２人）を達成したことは評価できる。 

しかしながら、市町によって取組や進捗度合いに格差がみられるため、関係団

体等と連携して女性の委員就任を働きかける必要がある。とりわけ、女性の農業

委員がいない１町に対しては、積極的に行う必要がある。 

 

② 家族経営協定の締結について 

家族経営締結農家数は、平成 24 年度末 334 戸、25 年度末 351 戸、26 年度末 361

戸と年々増加してはいるものの、全体としては未だ少ない状況にある。 

専業農家では各世帯員の役割や労働時間、労働報酬などの就業条件が曖昧にな

りやすい面がみられる。家族員、特に女性の役割を評価する仕組みとして家族経

営協定の締結推進が不可欠であることから、協定締結の成功例やメリット、効果

を示して周知を図るとともに、締結に向けた支援を行い、締結農家数をさらに増

加させなければならない。 

一方で締結済の農家に対しては、ライフステージの変化や世代交代等を反映し

た協定内容への見直しについて支援が必要である。 
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③ 農村・漁村女性アドバイザーの認定数等について 

男女とも農業従事者が減少する中、農村女性アドバイザーについても、新規認

定者を上回る退任者がいるため、減少傾向が続いている。 

次世代のアドバイザー候補となる若手女性の育成を図り、新規認定者の確保に

つなげなければならない。また、退任後も引き続き地域の農業担い手の核として

活躍できるよう、必要な支援に取り組む必要がある。 

一方で、漁村女性アドバイザーは認定数が少なく、平成 21 年度以降新規認定

者がいない状況がみられる。関係団体と連携し、若手女性グループの活動を支援

する等して、次世代のアドバイザー就任につながる仕組みを構築しなければなら

ない。また、アドバイザー同士を結ぶネットワーク化を図り、活動の活性化につ

なげることも必要である。 

 

④ 漁業分野における男女共同参画について 

漁業分野においては、作業に応じて男女の役割分担が固定化されている状況が

みられ、他分野ほど男女共同参画は進んでいない。一方で、高齢化や過疎化で担

い手不足が進行しており、漁業分野における女性の参画の重要性はむしろ増して

いる状況にある。 

機械化の進展により男女が同じ作業に従事できる環境が整いつつある中、関係

団体と連携して６次産業化等の取組の中で女性の視点を積極的に活用し、女性が

活躍できる場の確保等について、一層取り組んでいかなければならない。 

 

⑤ 起業支援について 

経済の活性化につながる女性の活躍のために、農林水産業、商工業等に係る起

業とその経営継続の支援が必要である。特に、起業後に生じるさまざまな課題に

対して具体的で継続的な支援が重要である。 

農業分野においては、農業改良普及センターによる個別の支援などにより女性

の起業が平成 26 年度に４件誕生し、なかでも豊富なアイディアにより質の高い

起業が北勢地域を中心に増えていることは評価できる。 

漁業分野においては、近年、海女を中心に女性漁業者が増えてきていることは

特筆できる。 

商工業分野においては、女性を対象にした講習会等の実施にあたっては、実際

に起業した女性の意見を反映させるなど、当事者視点に立った内容となるよう取

り組むことが必要である。 
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Ⅳ 家庭・地域における男女共同参画の推進 

 

① 男性の育児参画の推進について 

「みえの育児男子プロジェクト」の一環として、子育て中の男性等を表彰する

「ファザー・オブ・ザ・イヤーin みえ」や「知事との“イクボス”推進トーク」

等を開催し、男性の育児参画促進に向け積極的に取り組んでいることは評価でき

る。 

「子育てには男性の育児参画が大切」という考え方が職場や地域社会の中で広

く浸透し、男性の育児参画が一層進むよう引き続き取り組む必要がある。 

 

② ファミリー・サポート・センターについて 

ファミリー・サポート・センターは、共働き世帯やひとり親世帯をサポートし、

子育てを地域で支え合う仕組みとして、その役割はますます重要になると考えら

れる。 

病児・病後児の預かりや早朝、夜間等緊急時の預かりなど、多様なニーズへの

対応が図られるよう、市町に対する情報提供や支援を行うことが必要である。 

なかでも、未設置の２町に対しては積極的に働きかけなければならない。 

 

③ 保育サービスの充実促進について 

延長保育や病児・病後児保育、一時預かり等の保育サービスの充実は、子育て

世代の切実な願いであるが、病児・病後児保育の実施は 18 市町にとどまるなど

十分な状況とは言えない。 

「三重県子ども・子育て支援事業支援計画」に基づき、計画的に認定こども園・

幼稚園・保育所等の整備が進められ、待機児童の解消やニーズに応じた多様なサ

ービスの充実が図られるよう、保育サービス実施主体である市町と連携して取り

組んでいかなければならない。 

また、保育サービスや子ども・子育て支援制度の情報が、保護者や事業者等、

子育てに関わる全ての人に確実に届くよう、市町に対して積極的かつ的確な情報

提供が必要である。 

 

④ 介護サービスの充実促進について 

「介護は女性の役割」という性別役割分担意識が根強く残る一方で、介護を理

由とした離職が女性だけでなく男性にも増加しており、社会問題としての認識が

高まっている。男女が共に家族としての責任を果たしながら社会の一員として活

動できるよう、社会的に介護負担の軽減が求められる。 
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このような状況の中、特別養護老人ホームの整備が進み、入所待機者は平成 24

年度 1,327 人、25 年度 1,131 人、26 年度 863 人と年々減少しており、好ましい

傾向にある。 

また、性別への配慮を含む人の尊厳に対する認識が向上するよう、介護従事者

への研修の充実を図らなければならない。 

 

⑤ 障がい者に対する相談支援の充実について 

障がいの有無に関わらず自立した生活の実現は、男女共同参画社会づくりを進

めるうえでも重要である。 

障がい者一人ひとりのニーズに合った適切な支援が行えるよう、障害者相談支

援センターをはじめとする各種相談窓口における相談支援機能の強化が求めら

れる。 

併せて、定期的な研修等の実施により相談支援従事者の資質向上を図ることも

必要である。 

 

⑥ 防災分野における方針決定過程への女性の参画促進について 

県防災会議の委員は、平成 27 年 4 月 1 日現在 54 名中女性が５名と、防災分野

における方針決定の場への女性の参画は未だ進んでいない。 

女性委員の占める割合が少なくとも 30％となるよう、委員の選任方法等につい

ても積極的に見直し、取組を加速化しなければならない。 

一方で、さまざまな段階で女性の意見を反映させるために、同会議の専門部会

にも参画を促進していく必要がある。 

 

⑦ 地域防災活動における女性の参画について 

「女性限定 みえ防災コーディネーター養成講座」や、「女性を中心とした専門

職防災研修」の開催は、地域防災活動における女性の参画を積極的に進める取組

として評価する。 

また、平成 26 年度に「みえ防災人材バンク」を創設し、みえ防災コーディネ

ーターが地域の防災活動へ参画できる仕組みを設けたことについても評価でき

る。 

避難所運営マニュアルについては、女性の視点を反映させるため、作成に際し

女性の参画を必須とするとともに、平時から地域の防災・減災に取り組む組織の

役員への女性参画を進めなければならない。県は、こうした地域の活動が進むよ

う市町に対し支援していくことが必要である。 

なお、防災分野での女性活躍がきっかけとなり、さまざまな地域活動において
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も、性別役割分担意識にとらわれることなく女性の参画が進むよう取り組んでい

くことが求められる。 

 

 

Ⅴ 心身の健康支援と性別に基づく暴力等への取組 

Ⅴ－Ⅰ 生涯を通じた男女の健康と生活の支援 

 

① 生涯を通じた男女の健康支援について 

男女が自らの健康状態を知るうえでの検診の大切さを家庭や地域で共有でき

るような取組を進め、各種検診の受診率向上につなげることが必要である。特に

乳がんや子宮がん等、女性特有の疾病に関しては、効果的な取組を行う必要があ

る。 

 

② 医師、看護職員の定着促進等の取組について 

就職や転職、結婚等を機に転居することも多い中、男女が生涯にわたり安心し

て暮らせるよう、地域によって受けられる医療に差が出ないようにすることが大

事である。 

医療機関や関係団体と連携しながらさまざまな取組を実施しているが、引き続

き、医師や看護師、助産師の確保対策を進め、定着促進や離職後の復帰支援対策

も積極的に推進しなければならない。 

とりわけ、女性の医師等が出産や子育てによりやむなく離職することのないよ

う、必要な対策を講じる必要がある。 

 

③ 安心して妊娠、出産できる環境の整備について 

県内どこに住んでも女性が安心して妊娠、出産できる環境を実現するため、産

科医・小児科医の確保と偏在の解消に向け、医療機関や関係団体と連携して取組

を強化しなければならない。 

助産師についても、看護師勤務からの復帰を含む人材の確保が必要である。併

せて、医療施設の機能と役割に応じて妊産褥婦のリスクに相応したケアを提供で

きる助産師の育成・フォローアップにも一層取り組まなければならない。 

一方で、不妊治療費の助成上乗せや不妊相談支援センター等における相談体制

の強化に取り組むことも必要である。 

 

④ 性と生殖に関するライフプラン教育について 

晩婚化が進み高齢出産も増える中、妊娠・出産や不妊などに関する正しい医学
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的な知識・情報の取得が、男女問わず若い時期から必要である。 

思春期の児童・生徒や学生に対する啓発や学習機会等、自らのライフプランを

考えるきっかけの場を提供することが肝要である。 

 

⑤ 妊産婦に対する支援について 

妊産婦や乳幼児に対する保健対策については、これまでもさまざまな取組が実

施されてきたが、平成 26 年度に「健やか親子いきいきプラン(第２次)」を策定

し「出産・育児まるっとサポートみえ」（三重県版ネウボラ）により、県の出産・

育児支援体制を推進していることは評価できる。 

妊産婦やその家族が、県内のどの地域においても必要なサービスが受けられる

よう、引き続き市町と連携して地域の実情に応じた切れ目のない支援が求められ

る。 

 ※「ネウボラ」 妊娠時から出産、育児（就学前児童）に至るまで、全ての家庭と子どもに対し切れ目のな

い支援を行うフィンランド発祥の制度 

 

⑥ ひとり親家庭に対する支援について 

ひとり親家庭に対する自立のための生活支援についてはさまざまな制度があ

るが、これらの情報を必要とする人に周知し活用につなげることが肝心である。

また、父子家庭においてはさまざまな制度が活用されていないことも多いため、

相談対応や情報提供を強化する必要がある。 

加えて、男女共同参画の視点から誰もが相談しやすい環境づくりのため、男女

のバランスのとれた「母子・父子自立支援員」となるよう取組が求められる。 

 

 

Ⅴ－Ⅱ 男女共同参画を阻害する暴力等への取組 

 

① ＤＶ対策に係る関係機関との連携について 

ＤＶに関しては、正しい理解や「ＤＶを許さない」という意識の浸透を一層進

める必要がある。 

そのためにも、関係機関の連携を進めるべく、配偶者からの暴力防止等連絡会

議の開催だけでなく、配偶者暴力相談支援センター、医療機関、民間支援団体等

の関係機関相互の情報共有や、通報体制の確立にも取り組まなければならない。 

また、男女共同参画を阻害するＤＶをはじめとする各種暴力等の防止には、幼

少期からの教育が大切である。健康福祉部と教育委員会とのより密接な連携や、
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ＤＶと児童虐待については関連性が強いことから、児童相談所等との連携づくり

も不可欠である。 

② ＤＶ被害者に対する相談、支援の充実について 

ＤＶ被害に関する相談件数は、平成 24 年度 1,881 件、25 年度 1,914 件、26 年

度 1,952 件（配偶者暴力相談支援センター、男女共同参画センター、警察等の合

計値）と毎年度同程度の件数で推移している。 

ＤＶ被害を潜在化させないため、外国人住民に対する多言語啓発も含む相談機

関の周知に努めるとともに、福祉事務所や市町等、身近で相談しやすい窓口を起

点とした相談体制を確立しなければならない。 

一方で、被害者の自立に向けた住居や就労の確保など、被害者の置かれている

状況に寄り添った支援が進むよう、福祉事務所、ハローワーク、ＮＰＯ等の関係

機関の密接な連携のもと、個人情報の取扱に十分配慮しながら、的確に行わなけ

ればならない。 

 

③ デートＤＶ（若年層における交際相手からの暴力）について 

三重県男女共同参画センターが平成 24 年度に実施したデートＤＶに関するア

ンケート調査によれば、交際経験のある高校生・大学生の約４人に１人、女性で

は約３人に１人にデートＤＶの被害経験があると報告されている。 

学校現場におけるデートＤＶについては、県教育委員会や関係部局によるさら

なる実態把握が望まれる。 

デートＤＶの防止に向け、中学生、高校生、大学生等の若い世代を対象とした

啓発（出前講座等）の充実が緊要である。また、県教育委員会が作成する生徒用

学習教材についてもタイムリーかつ定期的な見直しが必要である。学校現場にお

いては、男女間で暴力を伴わない人間関係を構築する教育を進める中でデートＤ

Ｖの防止に向けた取組を一層進めなければならない。 

さらに、教職員がデートＤＶへの理解を深めるため、一層、研修の充実に取り

組んでいく必要がある。 

 

④ 犯罪被害者支援について 

警察本部における犯罪被害者支援に関しては、警察官の資質向上を図り、被害

者の個人情報やプライバシーの保護を徹底するとともに、性別に配慮した対応や

被害者の立場に立った支援に努めなければならない。 

また、公益社団法人みえ犯罪被害者総合支援センターにおいても、相談窓口を

設け犯罪被害者やその家族等への支援を行っている。しかし現状においては窓口

が平日昼間のみの開設であることから、いつでも相談できるよう取り組むことが
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望まれる。 

一方で、性犯罪や性暴力の被害者を迅速に総合的に支援する「ワンストップ支

援センターよりこ」が平成 27 年 6 月に開設されたことは、評価できる。 

 

 

 計画の推進 

 

① 県のあらゆる施策への男女共同参画の視点の反映と職員への男女共同参画意識

の普及 

県のあらゆる施策への男女共同参画の視点の反映について、未だ十分に進んで

いない状況にあり、総合行政による一層の取組を引き続き各部局へ働きかけてい

く必要がある。 

また、県が率先して男女共同参画社会にふさわしい職場づくりを推進していく

にあたって、全ての職員が男女共同参画の視点を持つことが不可欠であり、研修

等を通じて理解を促し、必要性を継続して訴えなければならない。 

 

② 市町に対する働きかけについて 

地域における男女共同参画を推進するためには、県と市町との連携を強化し、

協働して取り組むことが不可欠である。市町においては、男女共同参画の取組に

対する温度差が依然としてみられることから、訪問等によりニーズを把握し、

各々の実情に応じた支援を行わなければならない。 

特に、男女共同参画センター未設置の市町や地域への支援が求められる。 

 

③ 次世代育成支援対策推進法に基づく特定事業主行動計画の推進について 

県の次世代育成支援については、特定事業主行動計画に基づき、男性の育児参

画の促進や育児休業等を取得しやすい環境の整備等の取組が進められている。知

事部局における男性職員の育児休業取得率は、平成 24 年度 4.96％、25 年度

13.04％、26 年度 16.04％と年々向上しており、評価できる。 

引き続き、知事のリーダーシップの発揮と、それに基づく部局長等のトップマ

ネジメント等により取組を進めるとともに、労使協働委員会等も活用して、男性

職員の育児参加休暇や育児休業の取得が増加するよう、職場風土づくりに取り組

んでいかなければならない。 

また、市町、企業等が次世代育成支援を経営戦略として捉え推進するためにも、

県はそのモデルケースとなるよう、率先して取り組む必要がある。 
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④ 女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画の推進について 

平成 27 年 9 月に施行された女性活躍推進法に基づき、特定事業主行動計画の

策定が進められているが、女性職員の活躍に関する状況把握や課題分析を行うと

ともに、１つ以上の数値目標を設定する等、事業主行動計画策定指針に則した取

組が求められている。 

また、策定した行動計画は、公表するとともに全職員への周知も必要である。 

知事をはじめとする任命権者のリーダーシップの発揮等により取組を進め、女

性職員の個性と能力が十分発揮できる職場づくりの推進に努めなければならな

い。また、県の行動計画が市町や民間事業主のモデルケースとなるよう、率先し

て取り組む必要がある。 
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審 議 の 模 様   

 

部 会 

全体会 


